
いじめの防⽌止等のための基本的な⽅方針【概要版】 
~ 学校が実施すべきことを中⼼心に ~ 

※網掛け部分は今回の改定箇所である。 

第１ いじめの防⽌止等のための対策の基本的な⽅方向に関する事項 
● いじめの定義【いじめ防⽌止対策推進法第2条】 
	
 

	
 

	
 

	
 

    ⼀一定の⼈人間関係：学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童⽣生徒や、塾やスポー
ツクラブ等当該児童⽣生徒が関わっている仲間や集団（グループ）など 

    物理的な影響 ：⾝身体的な影響のほか、⾦金金品をたかられたり、隠されたり、嫌なことを無理
⽮矢理させられたりすることなど 

・個々の⾏行行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表⾯面的・形式的にすることなく、いじめ
られた児童⽣生徒の⽴立立場に⽴立立つこと。 

・いじめの認知（事実関係の把握といじめであるかどうかの判断）は、特定の教職員のみによ
ることなく、学校いじめ対策組織が⾏行行う。 

・例えば、好意から⾏行行った⾏行行為が意図せずに相⼿手側の児童⽣生徒に⼼心⾝身の苦痛を感じさせてしま
った場合や軽い⾔言葉で相⼿手を傷つけたが、すぐに加害者が謝罪し教員の指導によらずして良
好な関係を再び築くことができた場合等においては、学校は、「いじめ」という⾔言葉を使わ
ずに指導するなど、柔軟な対応による対処も可能である。ただし、これらの場合にあっても、
学校いじめ対策組織で、法に定められた「いじめの定義」に照らしていじめの認定を⾏行行う必
要がある。 

・具体的ないじめの態様は、以下のようなものがある。 
� 冷やかしやからかい、悪⼝口や脅し⽂文句、嫌なことを⾔言われる 
� 仲間はずれ、集団による無視をされる 
� 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 
� ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 
� ⾦金金品をたかられる 
� ⾦金金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 
� 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 
� パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 

第２ いじめの防⽌止等のための対策の内容に関する事項 
● いじめの防⽌止等のために学校が実施すべき施策 
（１）学校いじめ防⽌止基本⽅方針の策定 
・学校いじめ防⽌止基本⽅方針を定める意義としては、次のようなものがある。 
� 教職員がいじめを抱え込まず、組織として⼀一貫した対応となる。 

この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍

している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影

響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の

対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。	
 



� 児童⽣生徒及びその保護者に対し、児童⽣生徒が学校⽣生活を送る上での安⼼心感を与える
とともに、いじめの加害⾏行行為の抑⽌止につながる。 

� いじめの加害者への⽀支援につながる。 
・アンケート、いじめの通報、情報共有、適切な対処等のあり⽅方についてのマニュアルを定
め、それを徹底するため、「チェックリストを作成、共有して全教職員で実施する」など
といったような具体的な取組を盛り込むことが必要。 

・学校いじめ防⽌止基本⽅方針が、当該学校の実情に即して適切に機能しているかを学校いじめ
対策組織を中⼼心に点検し、必要に応じて⾒見見直す、というＰＤＣＡサイクルを、学校いじめ
防⽌止基本⽅方針に盛り込んでおくことが必要。 

・学校いじめ防⽌止基本⽅方針において、いじめの防⽌止等のための取組に係る達成⽬目標を設定し、
学校評価において⽬目標の達成状況を評価する。 

・学校いじめ防⽌止基本⽅方針については、各学校のホームページへの掲載その他の⽅方法により、
関係者が学校いじめ防⽌止基本⽅方針の内容を容易に確認できるような措置を講ずるととも
に、その内容を、必ず⼊入学時・各年度の開始時に児童⽣生徒、保護者、関係機関等に説明す
る。 

・年間の学校教育活動全体を通じて、いじめの防⽌止に資する多様な取組が体系的・計画的に
⾏行行われるよう、包括的な取組の⽅方針を定めたり、その具体的な指導内容のプログラム化
を図ること（「学校いじめ防⽌止プログラム」の策定等）が必要である。 

・アンケート、いじめの通報、情報共有、適切な対処等のあり⽅方についてのマニュアルを定
め（「早期発⾒見見・事案対処のマニュアル」の策定等）、それを徹底するため、「チェッ
クリストを作成・共有して全教職員で実施する」などといったような具体的な取組を盛
り込む必要がある。 

（２）学校におけるいじめの防⽌止等の対策のための組織 
・学校は、複数の教職員・⼼心理、福祉等の専⾨門的知識を有する者その他の関係者により構成
される「組織」を置く。 

・学校が組織的に対応することにより、複数の⽬目による状況の⾒見見⽴立立てが可能となること、ま
た、必要に応じて、⼼心理や福祉の専⾨門家であるスクールカウンセラー・スクールソーシャ
ルワーカー、弁護⼠士、医師、警察官経験者など外部専⾨門家等が参加しながら対応すること
などにより、より実効的ないじめの問題の解決に資することが期待される。 

（３）学校におけるいじめの防⽌止等に関する措置 
ⅰ）いじめの防⽌止 
・児童⽣生徒が⾃自主的にいじめの問題について考え、議論する等、⽣生徒が⾃自らいじめの防⽌止に
資する活動に取り組むよう指導すること。 
・児童⽣生徒が、⼼心の通じ合うコミュニケーション能⼒力力を育み、規律正しい態度で授業や⾏行行事
に主体的に参加。活躍できるような授業づくりや集団づくりを⾏行行うこと。 

ⅱ）早期発⾒見見 
・ささいな兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持って、早い段階から的確に関わ
りを持ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく、いじめを積極的に認知することが
必要。 



・学校は定期的なアンケート調査や教育相談の実施等により、児童⽣生徒がいじめを訴えやす
い体制を整え、いじめの実態把握に取り組むこと。 
・学校は、児童⽣生徒からの相談に対しては、必ず学校の教職員等が迅速に対応することを徹
底すること 

ⅲ）いじめに対する措置 
・学校の教職員がいじめを発⾒見見し、⼜又は相談を受けた場合には、速やかに、学校いじめ対策
組織に対し当該いじめに係る情報を報告し、学校の組織的な対応につなげなければならな
い。 
・学校いじめ対策組織において情報共有を⾏行行った後は、事実関係の確認の上、組織的に対応
⽅方針を決定し、被害児童⽣生徒を徹底して守り通すこと。 
・いじめが「解消している」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必要が
ある。 
①いじめに係る⾏行行為が⽌止んでいること 
被害者に対する⼼心理的⼜又は物理的な影響を与える⾏行行為が⽌止んでいる状態が相当の期
間継続していること。（相当の期間：少なくとも３か⽉月を⽬目安） 
②被害児童⽣生徒が⼼心⾝身の苦痛を感じていないこと 
被害児童⽣生徒本⼈人及びその保護者に対し、⼼心⾝身の苦痛を感じていないかどうかを⾯面談
等により確認する。 

 
● 重⼤大事態への対処 
 
 
 
 
 
 
 
①重⼤大事態の意味について 
・「⽣生命、⼼心⾝身⼜又は財産に重⼤大な被害」については、いじめを受ける児童⽣生徒の状況に着⽬目
して判断する。例えば、次のケースなどが想定される。 
� 児童⽣生徒が⾃自殺を企図した場合 
� ⾝身体に重⼤大な被害を負った場合 
� ⾦金金品等に重⼤大な被害を被った場合 
� 精神性の疾患を発症した場合 

・「相当の期間」については、年間30⽇日を⽬目安とする。 
・児童⽣生徒や保護者から、いじめにより重⼤大な被害が⽣生じたという申⽴立立てがあったときは、
その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重⼤大事態とはいえない」と考え
たとしても、重⼤大事態が発⽣生したものとして報告・調査等に当たる。 

②重⼤大事態の報告 
・学校は、重⼤大事態が発⽣生した場合、学校の設置者である教育委員会を通じて知事へ報告
する。 

第28条	
 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」と

いう。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校

の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大

事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。	
 

一	
 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると

認めるとき。	
 

二	
 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑

いがあると認めるとき。	
 


